
ドイツにおける国と地方自治体の係争処理 
                      09.8.28  斎藤 誠 
１ 市町村（ゲマインデ）に対する州政府の自治監督（国家監督） 
  ①その前提 
  ・市町村は行政機関－独立の法人格は持つが、「法律の枠内」での 
   行政の自治権→法律による行政の原理・法律の留保

   ダイレクトに及ぶ  
が、市町村に対して 

  ・自治監督は、対行政コントロールのうちの一つ （他は市町村自身によ 
   るコントロール、裁判コントロール） 
  ・監督措置に対して異議があれば市町村が行政裁判所に出訴

  ・監督には法秩序維持機能に加え、市町村の保護・助言機能 
（資料参照） 

  ②後見的監督から協調的監督へ  
   （３で述べる監督手法よりも）勧告が多用－かつては小規模自治体に対 
   して、現在はＥＵ法の知見について 
  ③自治監督と私人の出訴による裁判コントロールは相補的（後者が優先 
   という考え方もあるが） 
２ 監督の種類 
 ①法監督－任意的事務、指示から自由な義務付け事務（固有事務）が対象 
      ［公園、学校等の設置・管理、廃棄物処理など］ 
      －法適合性だけを監督 
 ②専門監督（特別監督）－指示の下にある義務付け事務（委任事務）が対象 
      ［建築確認、住民登録、道路交通規制など］ 
      －目的・経済性も監督 
３ 監督の手法 
（１） 法監督の場合 州市町村法により差異あるものの概ね以下の通り 
  ① 情報に関する権限－文書の提出要求・市町村議会への出席など 
  ② 異議申立て、下命権－行為の取消・変更、行為の実施を求める。 
    停止効がある。 
  ③ 代執行－具体行為だけでなく、条例の制定も可 
  ④ 州による受任者の任命 
  ⑤ 市町村議会解散 
  ⑥ 市町村長の任期短縮 
 
  ①→⑥強い介入 比例的な監督手段を選ばなければならない 
  ※ 「予防的監督」としての認可 縮減している 
  いずれに対しても、市町村側からの行政裁判提起が可能 

資料１ 



 （２）専門監督（特別監督） 個別法が根拠 市町村法にも規制規範あり 
   監督内容 指示権 一般的指示（「指針」による）も含む 
   

    ・自治体保護の観点から、強制実施手段を法監督の場合に限定 
指示を強制実施する固有の手段はない 

    ・法監督の発動を求める共助により実施 
   指示の要件 必要性＋比例性  
         自治体の裁量行為の場合より強い限定（バイエルン法） 
   指示に対する市町村の出訴 
    ・判例は限定 指示は原則行政処分ではなく（←委任事務の位置付け）、 
     指示により、指示のない事務（自治事務）に影響が及ぶ場合［特 
     定公務員による任務実施を指示→市町村の人事・組織高権侵害］ 
    ・専門監督→法監督の発動に至った場合は、出訴可能［指示が法違反 
     等の主張］ 
４ むすび 
５ 補論（一般論として） 
（１）連邦／州の市町村に対する国家賠償請求－可能と考えられている 
  （市町村の州・連邦に対する国家賠償請求も可能－行政裁判が優先だが） 
 
（２）行政庁が判決・決定内容（取消＋原状回復命令、義務付け、仮の救済） 
を履行しない場合、間接強制－履行期日を定めて、それまでに履行がなされな

いと、強制金［１００００ユーロが上限］を課す、反復して課すことも可－に

より履行を確保する途がある［行政裁判所法１７２条］ 
 ［州が監督措置に対する取消・義務付け判決に従わない場合にも利用可能］ 
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